
別 紙 

 

 

導入促進基本計画 

 

 

１ 先端設備等の導入の促進の目標 

（１）地域の人口構造、産業構造及び中小企業者の実態等 

令和２年国勢調査によると、本市の人口は令和２年に 98,199人と、平成 27年

に比べ 1,169人減少（1.2％減）した。これを年齢３区分でみると、年少人口（15

歳未満の人口）が 12,480 人（平成 27 年比 4.9％減）、生産年齢人口（15 歳以上

65 歳未満の人口）が 54,115 人（同 4.7％減）、老年人口（65 歳以上の人口）が

30,170人（同 5.8％増）と少子高齢化が進行した。 

国立社会保障・人口問題研究所によると、本市の人口は、令和 27年には 84,089

人になり、令和２年に比べおよそ 1.4万人減少すると推計されている。また、令

和 27年における老年人口割合（人口に占める 65歳以上人口の割合）は、41.7％

となる一方、年少人口割合（人口に占める 15 歳未満の人口割合）は、10.8％へ

低下すると推計され、人口減少・少子高齢化がさらに進行することが見込まれて

いる。 

また、「佐久市人口ビジョン」によると、性別年代別の労働力率が平成 27年の

水準のままであると仮定した場合、本市の労働力人口は、平成 27年の 50,377人

から令和 22 年には 42,178 人（平成 27 年の約 84％）、令和 42 年には 33,099 人

（同約 66％）になると推計されている。 

人口減少は、労働人口の減少、地域経済の縮小だけでなく、地域社会の様々な

基盤の維持を困難とすることが予想される。 

特に本市では、地区によって人口減少に差があることからも、地域資源を生か

し、市内各地区の強みをより磨き上げ、「特徴ある発展」を目指すことが求められ

る。 

市内産業の付加価値額をみると、「製造業」、「卸売業，小売業」、「医療，福祉」、

「建設業」が高く、この４業種の付加価値額は、本市全産業の 70％に迫る割合を

占めている。 

本市の産業の労働生産性※１は、総務省・経済産業省「令和３年経済センサス

－活動調査」によると、「建設業」が 513 万円（長野県 561 万円）、「製造業」が

430 万円（同 570 万円）、「卸売業，小売業」が 377 万円（同 413 万円）、「医療，

福祉」が 236万円（同 361万円）と、一定の値となっているものの、いずれも長

野県よりは低い値となっている。 

また、佐久公共職業安定所の「業務月報」によると、令和６年 12 月の月間有

効求人倍率（実数値）は 1.38 倍であって、年間通して同水準を推移しており、

慢性的な人手不足の状態が続いている。 



つまり、市内産業に共通して、人手不足が中長期的な地域最重要課題であり、

地域産業の特色を生かしながら規模を維持し、持続的な発展を遂げていくために

各産業において今まで以上の労働生産性の向上が求められている。 

 

※１ 労働生産性：一人当たりの労働者の付加価値額を示す値 

（業種別付加価値額／業種別従業者数） 

 

（２）目標 

   先端設備等導入計画を導入促進基本計画の計画期間内で 30 件以上認定するこ

とを目標とする。 

 

（３）労働生産性に関する目標 

中小企業等経営強化法に基づき、先端設備等導入計画を認定した事業者の労働

生産性（中小企業等の経営強化に関する基本方針に定めるものをいう。）が年平

均３％以上向上することを目標とする。 

 

２ 先端設備等の種類 

佐久市の全産業に共通して、人手不足が中長期的な地域最重要課題であり、地域

産業の規模を維持し、持続的な発展を遂げていくため、本計画において対象とする

設備は、中小企業等経営強化法施行規則第７条第１項に定める先端設備等の種類の

全てとする。 

ただし、太陽光発電設備に関しては、景観や環境に配慮し、市内の自己の所有に

属する建物に設置するものに限るものとし、それ以外の設備（土地に自立して設置

するものなど）は対象としない。 

 

３ 先端設備等の導入の促進の内容に関する事項 

（１）対象地域 

優れたアクセスと地域特有の地理的条件、自然環境、産業の集積等を組み合わ

せ生かしていくため、本計画の対象区域は、佐久市内全域とする。 

 

（２）対象業種・事業 

市内産業に共通して、人手不足の課題を抱えているため、対象業種は全業種と

し、また労働生産性が年平均３％以上に資すると見込まれる事業であれば幅広い

事業を対象とする。 

 

４ 計画期間 

（１）導入促進基本計画の計画期間 

計画期間は佐久市導入促進基本計画を国が同意した日から２年間（令和７年４

月 1日～令和９年３月３１日）とする。 



（２）先端設備等導入計画の計画期間 

計画期間は３年間、４年間又は５年間とする。 

 

５ 先端設備等の導入の促進に当たって配慮すべき事項 

・市税を滞納している者は、対象としない。 

・人員削減を目的とした先端設備等導入計画については、認定の対象としない。 

・公序良俗に反する取組や、反社会的勢力との関係が認められるものについては、

先端設備等導入計画の認定の対象としない。 

・雇用の安定に配慮すること。 

・健全な地域経済の発展に配慮すること。 

 

（備考） 

  用紙の大きさは日本産業規格Ａ４とする。 

 


